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Ⅰ 調査概要 
 

１．調査対象 

小国町商工会エリアに所在する事業者 

２．調査内容 

・事業者の概要 

・業況全般について 

・経営上の課題、事業計画、後継者の有無 など 

３．調査方法 

郵送調査 

４．調査期間 

平成２９年１０月 

 

５．回収結果 

調査対象 ２０７件 

有効回答件数 １９２件 

有効回答率 ９２.８％ 

 

６．調査実施機関 

株式会社東京商工リサーチ 

７．注意事項 

○集計は、有効回答１９２件を対象としている。 

○図表中の「Ｎ」（Number of casesの略）は、設問に対する回答者の総数を示しており、回答者 

の構成比（％）を算出するための基数となる。 

 ○図表中の構成比は、小数点第２位以下を四捨五入している。 

 ○特に注意書きがなければ、集計表の上段の数字は回答件数、下段の数字は構成比（％）である。 

 ○選択肢の回答が無い場合は、結果の数値（０．０％）を省略している場合がある。 
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Ⅱ 調査結果 

１．代表者年齢 

回答のあった１８８社のうち、「７１歳以上」が２２．９％（４３名）、「６１～７０歳」が４４．７％

（８４名）、「５１～６０歳」が１６．０％（３０名）、「４１～５０歳」が１３．８％（２６名）、「４０

歳以下」が２．７％（５名）となった。 

 

２．業種（大分類） 
 

回答のあった１９２社のうち、「製造業」が１２．０％（２３社）、「建設業」が２３．４％（４５社）、

「卸売業」が２．１％（４社）、「小売業」が２４．５％（４７社）、「サービス業」が３１．３％（６０

社）、「その他」が６．８％（１３社）となり、サービス業が最も多く、小売業が続いている。 

「その他」と回答した事業者の内訳は「自動車整備業」、「養殖業」、「測量・設計」、「一般乗用旅客自動

車運送業」、「林業」、「非営利活動」、「農作業受託」、「事業協同組合」が各１社となっている。

 
 

71歳以上 

22.9% 

61～70歳 

44.7% 

51～60歳 

16.0% 

41～50歳 

13.8% 

40歳以下 

2.7% 
(N = 188) 

製造業 

12.0% 

建設業 

23.4% 

卸売業 

2.1% 

小売業 

24.5% 

サービス業 

31.3% 

その他 

6.8% (N = 192) 
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３．創業年 
 

 回答のあった１４５社のうち、「昭和１９年以前」が８．３％（１２社）、「昭和２０年～２９年」が 

１１．７％（１７社）、「昭和３０年～３９年」が１６．６％（２４社）、「昭和４０年～４９年」が 

１７．２％（２５社）、「昭和５０年～５９年」が１７．９％（２６社）、「昭和６０年～平成８年」が 

１３．８％（２０社）、「平成９年～１９年」が１４．５％（２１社）、「平成２０年以降」が１０．５％

（１７社）となった。 

 

４．法人設立年 
 

回答のあった６４社のうち、「昭和１９年以前」が３．１％（２社）、「昭和２０年～２９年」が１．６％

（１社）、「昭和３０年～３９年」が４．７％（３社）、「昭和４０年～４９年」が２０．３％（１３社）、

「昭和５０年～５９年」が１８．８％（１２社）、「昭和６０年～平成８年」が２１．９％（１４社）、 

「平成９年～１９年」が１７．２％（１１社）、「平成２０年以降」が１２．５％（８社）となった。 

 

 

 

 

 

 

 

  

昭和19年以前 

8.3% 

昭和20年～29年 

11.7% 

昭和30年～39年 

16.6% 

昭和40年～49年 

17.2% 
昭和50年～59年 

17.9% 

昭和60年～平成8年 

13.8% 

平成9年～19年 

14.5% 

平成20年以降 

11.7% 

(N = 145) 

昭和19年以前 

3.1% 昭和20年～29年 

1.6% 

昭和30年～39年 

4.7% 

昭和40年～49年 

20.3% 

昭和50年～59年 

18.8% 
昭和60年～平成

8年 

21.9% 

平成9年～19年 

17.2% 

平成20年以降 

12.5% 

(N = 64) 
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５．従業員数 
 

５－１．従業員数 
 

  回答のあった１７５社のうち、「０人」が１１．４％（２０社）、「１～２人」が４１．７％（７３社）、

「３～５人」が１６．０％（２８社）、「６～１０人」が１２．０％（２１社）、「１１～３０人」が 

１１．４％（２０社）、「３１人以上」が７．４％（１３社）となった。 

 
  

５－２．家族従業員（個人） ※代表者をのぞく 
 

 回答のあった１００社のうち、「０人」が３０．０％（３０社）、「１人」が５２．０％（５２社）、 

「２人以上」が１８．０％（１８社）となった。 

 
  

0人 

11.4% 

1～2人 

41.7% 

3～5人 

16.0% 

6～10人 

12.0% 

11～30人 

11.4% 

31人以上 

7.4% 

(N = 175) 

0人 

30.0% 

1人 

52.0% 

2人以上 

18.0% 

(N = 100) 

※従業員数は、家族従業員、有給役員数、常用従業員、臨時・パート従業員を合算している。 
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５－３．有給役員数（法人） ※代表者を含む 
 

 回答のあった６３社のうち、「１人」が３０．２％（１９社）、「２人」が３９．７％（２５社）、 

「３～４人」が２２．２％（１４社）、「５人以上」が７．９％（５社）となった。 

 

 

５－４．常用従業員 

 回答のあった８７社のうち、「０人」が９．２％（８社）、「１～２人」が３１．０％（２７社）、 

「３～５人」が２１．８％（１９社）、「６～１０人」が１２．６％（１１社）、「１１～３０人」が 

１３．８％（１２社）、「３１～５０人」が１．１％（１社）、「５１～１００人」が３．４％（３社）、 

「１０１人以上」が６．９％（６社）となった。 

 

 

1人 

30.2% 

2人 

39.7% 

3～4人 

22.2% 

5人以上 

7.9% 

(N = 63) 

0人 

9.2% 

1～2人 

31.0% 

3～5人 

21.8% 

6～10人 

12.6% 

11～30人 

13.8% 

31～50人 

1.1% 

51～100人 

3.4% 

101人以上 

6.9% (N = 87) 
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５－５．臨時・パート従業員 
 

 回答のあった７５社のうち、「０人」が１３．３％（１０社）、「１人」が２５．３％（１９社）、「２人」

が２１．３％（１６社）、「３～５人」が２０．０％（１５社）、「５～１０人」が１０．７％（８社）、 

「１１～３０人」が５．３％（４社）、「３１人以上」が４．０％（３社）となった。 

 

 

  

0人 

13.3% 

1人 

25.3% 

2人 

21.3% 

3～5人 

20.0% 

5～10人 

10.7% 

11～30人 

5.3% 

31人以上 

4.0% 

(N = 75) 
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６．申告区分 
 

回答のあった１８４社のうち、「青色」は７９．９％（１４７社）、「白色」は２０．１％（３７社） 

となった。 

 

７．資本金（法人） 
 

 回答のあった８０社のうち、「５００万円以下」が３５．０％（２８社）、「５０１～１，０００万円」

が３５．０％（２８社）、「１，００１～３，０００万円」が１７．５％（１４社）、「３，００１万円以

上」が１２．５％（１０社）となった。 

 

 
 

 

  

青色 

79.9% 

白色 

20.1% 

(N = 184) 

500万円以下 

35.0% 

501～1,000万円 

35.0% 

1,001～3,000万円 

17.5% 

3,001万円以上 

12.5% 

(N = 80) 
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８．消費税区分 
 

回答のあった１５５社のうち、「免税」が３４．８％（５４社）、「本則」が３７．４％（５８社）、 

「簡易」が２７．７％（４３社）となった。 

 
 

９．決算月 

回答のあった１７７社のうち、「１２月」が１０１社（５７．１％）で最も多く、「３月」が４０社 

（２２．６％）で、それに次ぐ結果となった。 

 

 

 

 

 

  

免税 

34.8% 

本則 

37.4% 

簡易 

27.7% 

(N = 155) 

0 
6 

40 

8 5 2 4 5 3 2 1 

101 

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11月 12月 

(N=177) 単位：件 
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１０．売上規模 
 

 回答のあった１８２社のうち、「１，０００万円未満」が３６．３％（６６社）、「１，０００万円～ 

３，０００万円未満」が２４．２％（４４社）、「３，０００万円～５，０００万円未満」が１１．０％

（２０社）、「５，０００万円～１億円未満」が１３．７％（２５社）、「１億円以上」が１４．８％ 

（２７社）となった。 

 

  

1,000万円未満 

36.3% 

1,000万円～3,000

万円未満 

24.2% 

3,000万円～5,000

万円未満 

11.0% 

5,000万円～１億円

未満 

13.7% 

１億円以上 

14.8% 

(N = 182) 
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１１．社会保険の加入有無 

 回答のあった１８１社のうち、「加入」が４３．６％（７９社）、「非加入」が５６．４％（１０２社）

となった。 

 

 

１２．労働保険の加入有無 

回答のあった１８０社のうち、「加入」が６１．１％（１１０社）、「非加入」が３８．９％（７０社）

となった。 

 

  

加入 

43.6% 

非加入 

56.4% 

(N = 181) 

加入 

61.1% 

非加入 

38.9% 

(N = 180) 
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１３．事業所の現況／（１）業況 
 

 回答のあった１８８社のうち、「好転」は１１．２％（２１社）、「不変」は４３．１％（８１社）、 

「悪化」は４５．７％（８６社）となった。 

 

【業種別】 
 

 「製造業」、「建設業」、「その他」では、「不変」が最も多く、それぞれ５９．１％（１３社）、 

５６．８％（２５社）、４６．２％（６社）となった。 

「小売業」、「サービス業」では、「悪化」が最も多く、それぞれ６７．４％（３１社）、５４．２％ 

（３２社）となった。 

「卸売業」では、「不変」、「悪化」がともに５０．０％（２社）となった。 

 

 
 

好転 

11.2% 

不変 

43.1% 

悪化 

45.7% 

(N = 188) 

Q1.01　事業所の現況/【（１）業況】

好転 不変 悪化

188 21 81 86

100.0 11.2 43.1 45.7

22 5 13 4

100.0 22.7 59.1 18.2

44 6 25 13

100.0 13.6 56.8 29.5

4 0 2 2

100.0 0.0 50.0 50.0

46 2 13 31

100.0 4.3 28.3 67.4

59 5 22 32

100.0 8.5 37.3 54.2

13 3 6 4

100.0 23.1 46.2 30.8

サービス業

その他

事業所の現況/ 【（１）業況】

N

業
種

（
大
分
類

）

  全  体

製造業

建設業

卸売業

小売業

上段：件／下段：％ 
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１４．事業所の現況／（２）売上高 
 

 回答のあった１８９社のうち、「増加」は１２．７％（２４社）、「不変」は３８．１％（７２社）、 

「減少」は４９．２％（９３社）となった。 

 

【業種別】 
 

「製造業」、「建設業」、「その他」では、「不変」が最も多く、それぞれ５２．２％（１２社）、 

４８．８％（２１社）、４６．２％（６社）となった。 

「小売業」、「サービス業」では、「減少」が最も多く、それぞれ７０．２％（３３社）、５７．６％ 

（３４社）となった。 

「卸売業」では、「不変」、「減少」がともに５０．０％（２社）となった。 

 

 

増加 

12.7% 

不変 

38.1% 

減少 

49.2% 

(N = 189) 

Q1.02　事業所の現況/【（２）売上高】

増加 不変 減少

189 24 72 93

100.0 12.7 38.1 49.2

23 6 12 5

100.0 26.1 52.2 21.7

43 7 21 15

100.0 16.3 48.8 34.9

4 0 2 2

100.0 0.0 50.0 50.0

47 3 11 33

100.0 6.4 23.4 70.2

59 5 20 34

100.0 8.5 33.9 57.6

13 3 6 4

100.0 23.1 46.2 30.8

サービス業

その他

事業所の現況/ 【（２）売上高】

N

業
種

（
大
分
類

）

  全  体

製造業

建設業

卸売業

小売業

上段：件／下段：％ 
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１５．事業所の現況／（３）利益 
 

 回答のあった１８５社のうち、「増加」は１３．０％（２４社）、「不変」は３７．３％（６９社）、 

「減少」は４９．７％（９２社）となった。 

 

【業種別】 
 

 「製造業」、「建設業」、「その他」では、「不変」が最も多く、それぞれ５２．４％（１１社）、 

５１．１％（２３社）、４６．２％（６社）となった。 

「卸売業」、「小売業」、「サービス業」では、「減少」が最も多く、それぞれ７５．０％（３社）、 

６５．９％（２９社）、６２．１％（３６社）となった。 

 

 
 

  

増加 

13.0% 

不変 

37.3% 

減少 

49.7% 

(N = 185) 

Q1.03　事業所の現況/【（３）利益】

増加 不変 減少

185 24 69 92

100.0 13.0 37.3 49.7

21 5 11 5

100.0 23.8 52.4 23.8

45 7 23 15

100.0 15.6 51.1 33.3

4 0 1 3

100.0 0.0 25.0 75.0

44 3 12 29

100.0 6.8 27.3 65.9

58 6 16 36

100.0 10.3 27.6 62.1

13 3 6 4

100.0 23.1 46.2 30.8

サービス業

その他

事業所の現況/ 【（３）利益】

N

業
種

（
大
分
類

）

  全  体

製造業

建設業

卸売業

小売業

上段：件／下段：％ 
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１６．事業所の現況／（４）資金繰り 
 

 回答のあった１８１社のうち、「好転」は１１．０％（２０社）、「不変」は５４．２％（９８社）、 

「悪化」は３４．８％（６３社）となった。 

 

【業種別】 
 

 「製造業」、「建設業」、「サービス業」、「その他」では、「不変」が最も多く、それぞれ６６．７％ 

（１４社）、５７．８％（２６社）、５５．４％（３１社）、４６．２％（６社）となった。 

「卸売業」では、「悪化」が最も多く、７５．０％（３社）となった。 

「小売業」では、「不変」、「悪化」がともに４７．６％（２０社）となった。 

 

 

  

好転 

11.0% 

不変 

54.2% 

悪化 

34.8% 

(N = 181) 

Q1.04　事業所の現況/【（４）資金繰り】

好転 不変 悪化

181 20 98 63

100.0 11.0 54.2 34.8

21 5 14 2

100.0 23.8 66.7 9.5

45 6 26 13

100.0 13.3 57.8 28.9

4 0 1 3

100.0 0.0 25.0 75.0

42 2 20 20

100.0 4.8 47.6 47.6

56 4 31 21

100.0 7.1 55.4 37.5

13 3 6 4

100.0 23.1 46.2 30.8

サービス業

その他

事業所の現況/ 【（４）資金繰り】

N

業
種

（
大
分
類

）

  全  体

製造業

建設業

卸売業

小売業

上段：件／下段：％ 
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１７．事業所の現況／（５）人材 
 

 回答のあった１７４社のうち、「過剰」は１．１％（２社）、「適正」は６７．９％（１１８社）、「不足」

は３１．０％（５４社）となった。 

 

【業種別】 
 

すべての業種において、「適正」が最も多かった。 

「製造業」では５９．１％（１３社）、「建設業」では６８．２％（３０社）、「卸売業」では１００．０％

（３社）、「小売業」では６１．０％（２５社）、「サービス業」では７６．５％（３９社）、「その他」で

は６１．５％（８社）となった。 

 

 

 

過剰 

1.1% 

適正 

67.9% 

不足 

31.0% 

(N = 174) 

Q1.05　事業所の現況/【（５）人材】

過剰 適正 不足

174 2 118 54

100.0 1.1 67.9 31.0

22 1 13 8

100.0 4.5 59.1 36.4

44 0 30 14

100.0 0.0 68.2 31.8

3 0 3 0

100.0 0.0 100.0 0.0

41 1 25 15

100.0 2.4 61.0 36.6

51 0 39 12

100.0 0.0 76.5 23.5

13 0 8 5

100.0 0.0 61.5 38.5

サービス業

その他

事業所の現況/ 【（５）人材】

N

業
種

（
大
分
類

）

  全  体

製造業

建設業

卸売業

小売業

上段：件／下段：％ 
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【不足している人員数】 
  

  不足している人員数を回答した３１社のうち、「１～２名」は７１．０％（２２社）、「３～６名」は

１６．１％（５社）、「７名以上」は１２．９％（４社）となった。 

 

 
 

  

1～2名 

71.0% 

3～6名 

16.1% 

7名以上 

12.9% 

(N = 31) 
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１８．経営上の課題 
 

 回答のあった１７４社のうち、「売上の減少」が９５社（５２．５％）と最も多く、「従業員の確保難」

が４２社（２３．２％）、「仕入価格の上昇」が４０社（２２．１％）と続いている。 

 

 

 
 

 

  

95 

11 

22 

9 

19 

0 

40 

12 

42 

5 

26 

1 

17 

16 

6 

21 

11 

24 

売上の減少 

製品( 加工) 単価の上昇 

大企業の進出による競争の激化 

取引条件の悪化 

製品ニーズの変化 

生産設備の過剰 

仕入価格の上昇 

事業資金の借入難 

従業員の確保難 

新規参入業者の増加 

生産設備の不足・老巧化 

原材料の不足 

人件費の増加 

原材料費・人件費以外の経費の増加 

金利負担の増加 

熟練労働者・技術者の確保難 

その他 

特にない 

単位：件 

(N=181) 
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【業種別】 
 

「製造業」、「その他」では、「従業員の確保難」が最も多く、それぞれ８社（３６．４％）、４社 

（４０．０％）となった。 

「建設業」、「卸売業」、「小売業」、「サービス業」では「売上の減少」が最も多く、それぞれ１６社 

（３６．４％）、４社（１００．０％）、３２社（７２．７％）、３３社（５７．９％）、となった。 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

【その他の回答】 

・新入社員（新卒）の確保に苦労している。 

・競争の激化。 

・売上が伸びない。 

・業種別現場作業員の確保、工事受注の競争が激化。 

・利益の減少。 

・仕入先がなくなったので（倒産）、巻き込まれ商売が出来なくなった。 

・冬期間（１２月～４月）の売上を確保することが課題。 

・インターネットによる購入者増。 

・町外大型店との競争。 

・設備の老朽化。 

・教科書改訂により収入は変化します。 

  

Q2　現在直面している経営上の課題があればご回答ください。

N 売上の減少
製品( 加工)
単価の上昇

大企業の
進出による
競争の激化

取引条件の
悪化

製品ニーズ
の変化

生産設備の
過剰

仕入価格の
上昇

事業資金の
借入難

従業員の
確保難

22 7 1 0 0 6 0 5 2 8

- 31.8 4.5 0.0 0.0 27.3 0.0 22.7 9.1 36.4

44 16 3 8 3 0 0 8 1 14

- 36.4 6.8 18.2 6.8 0.0 0.0 18.2 2.3 31.8

4 4 2 0 0 1 0 0 1 0

- 100.0 50.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 25.0 0.0

44 32 3 11 6 6 0 8 6 7

- 72.7 6.8 25.0 13.6 13.6 0.0 18.2 13.6 15.9

57 33 2 2 0 5 0 18 2 9

- 57.9 3.5 3.5 0.0 8.8 0.0 31.6 3.5 15.8

10 3 0 1 0 1 0 1 0 4

- 30.0 0.0 10.0 0.0 10.0 0.0 10.0 0.0 40.0

サービス業

その他

業
種

（
大
分
類

）

製造業

建設業

卸売業

小売業

N
新規参入業
者の増加

生産設備の
不足・老巧化

原材料
の不足

人件費
の増加

原材料費・
人件費以外の
経費の増加

金利負担
の増加

熟練労働者・

技術者
の確保難

その他 特にない

22 1 6 1 4 1 1 6 1 2

- 4.5 27.3 4.5 18.2 4.5 4.5 27.3 4.5 9.1

44 0 3 0 4 6 1 10 1 8

- 0.0 6.8 0.0 9.1 13.6 2.3 22.7 2.3 18.2

4 0 0 0 0 0 1 1 1 0

- 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 25.0 25.0 0.0

44 4 4 0 2 4 1 1 5 4

- 9.1 9.1 0.0 4.5 9.1 2.3 2.3 11.4 9.1

57 0 10 0 5 3 2 1 3 8

- 0.0 17.5 0.0 8.8 5.3 3.5 1.8 5.3 14.0

10 0 3 0 2 2 0 2 0 2

- 0.0 30.0 0.0 20.0 20.0 0.0 20.0 0.0 20.0

サービス業

その他

業
種

（
大
分
類

）

製造業

建設業

卸売業

小売業

上段：件数／下段：％ 
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１９．今後の事業計画 
 

  回答のあった１８１社のうち、「経費の見直し」が４２社（２３．２％）、「販路を広げる」が３７社 

（２０．４％）、「人材の採用」が３５社（１９．３％）となった。 

また、「特にない」は４５社（２４．９％）であった。 

 

 

 
 

  

37 

42 

14 

1 

2 

5 

29 

11 

5 

35 

10 

10 

21 

2 

14 

1 

6 

16 

7 

45 

販路を広げる 

経費の見直し 

資金調達の実施 

店舗・事業所・工場の新設 

店舗・事業所・工場の増設 

店舗・事業所・工場の移転 

既存設備の買い替え 

新規設備の取得 

システム・ソフトウェアの導入 

人材の採用 

労働条件の改善 

新たな事業への進出 

新商品・サービスの開発 

事業の統廃合･ 売却 

社長・事業主の交代 

Ｍ＆Ａの実施 

調査・研究 

廃業・解散・整理 

その他 

特にない 

単位：件 

(N=181) 
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【業種別】 
 

「製造業」では、「既存設備の買い替え」が最も多く、９社（３９．１％）となった。 

「建設業」では、「人材の採用」が１２社（２７．３％）と最も多く、「特にない」も１４社 

（３１．８％）となっている。 

「卸売業」では、「販路を広げる」が３社（７５．０％）と、最も多い。 

「小売業」では、「経費の見直し」が１７社（３８．６％）と最も多く、次いで「販路を広げる」が 

１３社（２９．５％）となった。 

「サービス業」では、「経費の見直し」、「既存設備の買い替え」がともに１１社（２０．４％）と最も

多く、「特にない」も１９社（３５．２％）となっている。 

「その他」では、「販路を広げる」、「人材の採用」が最も多く、ともに４社（３３．３％）となった。 

 
 

    

 
 

 
 

【その他の回答】 
 

・現状維持。 

・営業ツール類の整備。 

・現状で続けられるまで（数年）。 

・体力の続くかぎりやる予定。 

・児童、生徒の減少により今後は未定。 

  

Q3　今後の事業計画についてご回答ください。

N 販路を広げる
経費の
見直し

資金調達の
実施

店舗・
事業所・工場

の新設

店舗・
事業所・工場

の増設

店舗・
事業所・工場

の移転

既存設備の
買い替え

新規設備の
取得

システム・
ソフトウェア

の導入
人材の採用

23 6 3 1 0 1 0 9 6 1 8

- 26.1 13.0 4.3 0.0 4.3 0.0 39.1 26.1 4.3 34.8

44 3 8 3 0 0 0 3 1 2 12

- 6.8 18.2 6.8 0.0 0.0 0.0 6.8 2.3 4.5 27.3

4 3 2 1 0 0 0 0 0 1 1

- 75.0 50.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 25.0

44 13 17 7 1 0 3 4 1 1 7

- 29.5 38.6 15.9 2.3 0.0 6.8 9.1 2.3 2.3 15.9

54 8 11 1 0 1 1 11 2 0 3

- 14.8 20.4 1.9 0.0 1.9 1.9 20.4 3.7 0.0 5.6

12 4 1 1 0 0 1 2 1 0 4

- 33.3 8.3 8.3 0.0 0.0 8.3 16.7 8.3 0.0 33.3

サービス業

その他

業
種

（
大
分
類

）

製造業

建設業

卸売業

小売業

N
労働条件の

改善
新たな事業
への進出

新商品・
サービス
の開発

事業の
統廃合･ 売却

社長・事業主
の交代

Ｍ＆Ａ
の実施

調査・研究
廃業・解散・

整理
その他 特にない

23 2 6 6 0 2 0 0 1 0 3

- 8.7 26.1 26.1 0.0 8.7 0.0 0.0 4.3 0.0 13.0

44 3 1 0 0 3 0 2 7 1 14

- 6.8 2.3 0.0 0.0 6.8 0.0 4.5 15.9 2.3 31.8

4 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0

- 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

44 2 2 7 0 3 0 3 6 3 8

- 4.5 4.5 15.9 0.0 6.8 0.0 6.8 13.6 6.8 18.2

54 2 0 8 1 3 1 1 2 2 19

- 3.7 0.0 14.8 1.9 5.6 1.9 1.9 3.7 3.7 35.2

12 1 1 0 1 2 0 0 0 1 1

- 8.3 8.3 0.0 8.3 16.7 0.0 0.0 0.0 8.3 8.3

サービス業

その他

業
種

（
大
分
類

）

製造業

建設業

卸売業

小売業

上段：件数／下段：％ 
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２０．後継者の有無 
 

 回答のあった１８３社のうち、「決まっている」が１８．０％（３３社）、「候補者がいるがまだ決まっ

ていない」が９．８％（１８社）、「候補者を探している」が１．６％（３社）、「後継者はいない」が 

４６．４％（８５社）、「後継者についてはまだ考えていない」が２４．０％（４４社）となった。 

 
 

【業種別】 
 

「卸売業」では、「決まっている」が７５．０％（３社）と、最も多かった。 

「建設業」、「小売業」、「サービス業」では、「後継者はいない」が最も多く、それぞれ５１．１％ 

（２３社）、４８．８％（２１社）、５３．４％（３１社）となった。 

「製造業」では、「後継者についてはまだ考えていない」が４０．０％（８社）と、最も多い。 

「その他」では、「後継者はいない」、「後継者についてはまだ考えていない」がともに３０．８％ 

（４社）と、最も多かった。 

 

 

 

決まっている 

18.0% 

候補者がいるがま

だ決まっていない 

9.8% 

候補者を探している 

1.6% 

後継者はいない 

46.4% 

後継者については

まだ考えていない 

24.0% 

(N = 183) 

Q4　後継者は決まっていますか。

決まっている
候補者がいる
がまだ決まっ

ていない

候補者を探し
ている

後継者はい
ない

後継者につい
てはまだ考え
ていない

183 33 18 3 85 44

100.0 18.0 9.8 1.6 46.4 24.0

20 3 3 0 6 8

100.0 15.0 15.0 0.0 30.0 40.0

45 8 5 0 23 9

100.0 17.8 11.1 0.0 51.1 20.0

4 3 0 0 0 1

100.0 75.0 0.0 0.0 0.0 25.0

43 8 5 0 21 9

100.0 18.6 11.6 0.0 48.8 20.9

58 9 4 1 31 13

100.0 15.5 6.9 1.7 53.4 22.4

13 2 1 2 4 4

100.0 15.4 7.7 15.4 30.8 30.8

サービス業

その他

後継者は決まっていますか。

N

業
種

（
大
分
類

）

  全  体

製造業

建設業

卸売業

小売業

上段：件数／下段：％ 
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２１．商工会に対する要望 
 

・ＩＴ系の講習会（特にインスタ）を開催して欲しい。 

・交流会の不足、イベントの不足、出張販売不足。 

・経理ほか、勉強会があれば参加したいと思います。パソコン教室など、よろしくお願いします。 

・法人税に関する研修会など。 

・地元で調達できる物は、町内で買っていただけるよう行政の方にも働きかけをお願いしたい。 

・不安なことだらけです。いろいろな知識を教えてほしい。たとえば店を閉店する時のいろいろな方法

など。 

・経営、設備資金の相談依頼。 

・事業は継続できるまで頑張る。店舗は自宅と別なので将来的には貸し出すことも可能。 

・資金繰りの支援、後継者、息子はサラリーマンであるため、自分の代でやめる方針。きのこの販売自

粛の影響が大きい。 

・商工まつりなど活性化につながる事業。売上げを増加させる手法がわからない。生活するため別の会

社に勤務して働いている。人口減少で売上が上がらず、顧客は高齢者であり、若い世帯は町外で購入

してくる。 

・後継者に関して。もう少し自分も働きたいという気持ちがある。譲る人がいれば良いが、後継者を探

すまではしていない。 
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Ⅲ 集計表 

 

※上段：件数 ／ 下段：％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

代表者年齢

N 71歳以上 61～70歳 51～60歳 41～50歳 40歳以下

188 43 84 30 26 5

100.0 22.9 44.7 16.0 13.8 2.7

業種（大分類）

N 製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 その他

192 23 45 4 47 60 13

100.0 12.0 23.4 2.1 24.5 31.3 6.8

創業年

N
昭和19年

以前
昭和20年
～29年

昭和30年
～39年

昭和40年
～49年

昭和50年
～59年

昭和60年
～平成8年

平成9年
～19年

平成20年
以降

145 12 17 24 25 26 20 21 17

100.0 8.3 11.7 16.6 17.2 17.9 13.8 14.5 11.7

法人設立年

N
昭和19年

以前
昭和20年
～29年

昭和30年
～39年

昭和40年
～49年

昭和50年
～59年

昭和60年
～平成8年

平成9年
～19年

平成20年
以降

64 2 1 3 13 12 14 11 8

100.0 3.1 1.6 4.7 20.3 18.8 21.9 17.2 12.5

従業員数（全体）

N 0人 1～2人 3～5人 6～10人 11～30人 31人以上

175 20 73 28 21 20 13

100.0 11.4 41.7 16.0 12.0 11.4 7.4
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家族従業員

N 0 人 1 人 2 人以上

100 30 52 18

100.0 30.0 52.0 18.0

有給役員

N 1 人 2 人 3 ～4 人 5 人以上

63 19 25 14 5

100.0 30.2 39.7 22.2 7.9

常用従業員

N 0 人 1 ～2 人 3 ～5 人 6 ～10人 11～30人 31～50人 51～100 人 101 人以上

87 8 27 19 11 12 1 3 6

100.0 9.2 31.0 21.8 12.6 13.8 1.1 3.4 6.9

臨時・パート従業員

N 0 人 1 人 2 人 3 ～5 人 5 ～10人 11～30人 31人以上

75 10 19 16 15 8 4 3

100.0 13.3 25.3 21.3 20.0 10.7 5.3 4.0

申告区分

N 青色 白色

184 147 37

100.0 79.9 20.1

資本金

N
500 万円

以下
501 ～

1,000 万円
1,001 ～

3,000 万円
3,001 万円

以上

80 28 28 14 10

100.0 35.0 35.0 17.5 12.5

消費税区分

N 免税 本則 簡易

155 54 58 43

100.0 34.8 37.4 27.7
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決算月

N 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月

177 0 6 40 8 5 2

100.0 0.0 3.4 22.6 4.5 2.8 1.1

N 7 月 8 月 9 月 10月 11月 12月

177 4 5 3 2 1 101

100.0 2.3 2.8 1.7 1.1 0.6 57.1

売上規模

N
1,000 万円

未満

1,000 万円
～3,000 万

円未満

3,000 万円
～5,000 万

円未満

5,000 万円～
１億円未満

１億円以上

182 66 44 20 25 27

100.0 36.3 24.2 11.0 13.7 14.8

社会保険加入有無

N 加入 非加入

181 79 102

100.0 43.6 56.4

労働保険加入有無

N 加入 非加入

180 110 70

100.0 61.1 38.9
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Q1.01　事業所の現況/【（１）業況】

好転 不変 悪化

188 21 81 86

100.0 11.2 43.1 45.7

22 5 13 4

100.0 22.7 59.1 18.2

44 6 25 13

100.0 13.6 56.8 29.5

4 0 2 2

100.0 0.0 50.0 50.0

46 2 13 31

100.0 4.3 28.3 67.4

59 5 22 32

100.0 8.5 37.3 54.2

13 3 6 4

100.0 23.1 46.2 30.8

サービス業

その他

事業所の現況/ 【（１）業況】

N

業
種

（
大
分
類

）

  全  体

製造業

建設業

卸売業

小売業

Q1.02　事業所の現況/【（２）売上高】

増加 不変 減少

189 24 72 93

100.0 12.7 38.1 49.2

23 6 12 5

100.0 26.1 52.2 21.7

43 7 21 15

100.0 16.3 48.8 34.9

4 0 2 2

100.0 0.0 50.0 50.0

47 3 11 33

100.0 6.4 23.4 70.2

59 5 20 34

100.0 8.5 33.9 57.6

13 3 6 4

100.0 23.1 46.2 30.8

サービス業

その他

事業所の現況/ 【（２）売上高】

N

業
種

（
大
分
類

）

  全  体

製造業

建設業

卸売業

小売業
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Q1.03　事業所の現況/【（３）利益】

増加 不変 減少

185 24 69 92

100.0 13.0 37.3 49.7

21 5 11 5

100.0 23.8 52.4 23.8

45 7 23 15

100.0 15.6 51.1 33.3

4 0 1 3

100.0 0.0 25.0 75.0

44 3 12 29

100.0 6.8 27.3 65.9

58 6 16 36

100.0 10.3 27.6 62.1

13 3 6 4

100.0 23.1 46.2 30.8

サービス業

その他

事業所の現況/ 【（３）利益】

N

業
種

（
大
分
類

）

  全  体

製造業

建設業

卸売業

小売業

Q1.04　事業所の現況/【（４）資金繰り】

好転 不変 悪化

181 20 98 63

100.0 11.0 54.2 34.8

21 5 14 2

100.0 23.8 66.7 9.5

45 6 26 13

100.0 13.3 57.8 28.9

4 0 1 3

100.0 0.0 25.0 75.0

42 2 20 20

100.0 4.8 47.6 47.6

56 4 31 21

100.0 7.1 55.4 37.5

13 3 6 4

100.0 23.1 46.2 30.8

サービス業

その他

事業所の現況/ 【（４）資金繰り】

N

業
種

（
大
分
類

）

  全  体

製造業

建設業

卸売業

小売業
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Q1.05　事業所の現況/【（５）人材】

過剰 適正 不足

174 2 118 54

100.0 1.1 67.9 31.0

22 1 13 8

100.0 4.5 59.1 36.4

44 0 30 14

100.0 0.0 68.2 31.8

3 0 3 0

100.0 0.0 100.0 0.0

41 1 25 15

100.0 2.4 61.0 36.6

51 0 39 12

100.0 0.0 76.5 23.5

13 0 8 5

100.0 0.0 61.5 38.5

サービス業

その他

事業所の現況/ 【（５）人材】

N

業
種

（
大
分
類

）

  全  体

製造業

建設業

卸売業

小売業

Q1.05　事業所の現況/【（５）人材】（過不足の人数）

N 1 ～2 名 3 ～6 名 7 名以上

31 22 5 4

100.0 71.0 16.1 12.9
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Q2　現在直面している経営上の課題があればご回答ください。

N 売上の減少
製品( 加工)
単価の上昇

大企業の
進出による
競争の激化

取引条件の
悪化

製品ニーズ
の変化

生産設備の
過剰

仕入価格の
上昇

事業資金の
借入難

従業員の
確保難

181 95 11 22 9 19 0 40 12 42

- 52.5 6.1 12.2 5.0 10.5 0.0 22.1 6.6 23.2

22 7 1 0 0 6 0 5 2 8

- 31.8 4.5 0.0 0.0 27.3 0.0 22.7 9.1 36.4

44 16 3 8 3 0 0 8 1 14

- 36.4 6.8 18.2 6.8 0.0 0.0 18.2 2.3 31.8

4 4 2 0 0 1 0 0 1 0

- 100.0 50.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 25.0 0.0

44 32 3 11 6 6 0 8 6 7

- 72.7 6.8 25.0 13.6 13.6 0.0 18.2 13.6 15.9

57 33 2 2 0 5 0 18 2 9

- 57.9 3.5 3.5 0.0 8.8 0.0 31.6 3.5 15.8

10 3 0 1 0 1 0 1 0 4

- 30.0 0.0 10.0 0.0 10.0 0.0 10.0 0.0 40.0

サービス業

その他

業
種

（
大
分
類

）

  全  体

製造業

建設業

卸売業

小売業

N
新規参入業
者の増加

生産設備の
不足・老巧化

原材料
の不足

人件費
の増加

原材料費・
人件費以外の
経費の増加

金利負担
の増加

熟練労働者・
技術者

の確保難
その他 特にない

181 5 26 1 17 16 6 21 11 24

- 2.8 14.4 0.6 9.4 8.8 3.3 11.6 6.1 13.3

22 1 6 1 4 1 1 6 1 2

- 4.5 27.3 4.5 18.2 4.5 4.5 27.3 4.5 9.1

44 0 3 0 4 6 1 10 1 8

- 0.0 6.8 0.0 9.1 13.6 2.3 22.7 2.3 18.2

4 0 0 0 0 0 1 1 1 0

- 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 25.0 25.0 0.0

44 4 4 0 2 4 1 1 5 4

- 9.1 9.1 0.0 4.5 9.1 2.3 2.3 11.4 9.1

57 0 10 0 5 3 2 1 3 8

- 0.0 17.5 0.0 8.8 5.3 3.5 1.8 5.3 14.0

10 0 3 0 2 2 0 2 0 2

- 0.0 30.0 0.0 20.0 20.0 0.0 20.0 0.0 20.0

サービス業

その他

業
種

（
大
分
類

）

  全  体

製造業

建設業

卸売業

小売業

Q3　今後の事業計画についてご回答ください。

N 販路を広げる
経費の
見直し

資金調達の
実施

店舗・
事業所・工場

の新設

店舗・
事業所・工場

の増設

店舗・
事業所・工場

の移転

既存設備の
買い替え

新規設備の
取得

システム・
ソフトウェア

の導入
人材の採用

181 37 42 14 1 2 5 29 11 5 35

- 20.4 23.2 7.7 0.6 1.1 2.8 16.0 6.1 2.8 19.3

23 6 3 1 0 1 0 9 6 1 8

- 26.1 13.0 4.3 0.0 4.3 0.0 39.1 26.1 4.3 34.8

44 3 8 3 0 0 0 3 1 2 12

- 6.8 18.2 6.8 0.0 0.0 0.0 6.8 2.3 4.5 27.3

4 3 2 1 0 0 0 0 0 1 1

- 75.0 50.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 25.0

44 13 17 7 1 0 3 4 1 1 7

- 29.5 38.6 15.9 2.3 0.0 6.8 9.1 2.3 2.3 15.9

54 8 11 1 0 1 1 11 2 0 3

- 14.8 20.4 1.9 0.0 1.9 1.9 20.4 3.7 0.0 5.6

12 4 1 1 0 0 1 2 1 0 4

- 33.3 8.3 8.3 0.0 0.0 8.3 16.7 8.3 0.0 33.3

サービス業

その他

業
種

（
大
分
類

）

  全  体

製造業

建設業

卸売業

小売業

N
労働条件の

改善
新たな事業
への進出

新商品・
サービス
の開発

事業の

統廃合･ 売却

社長・事業主
の交代

Ｍ＆Ａ
の実施

調査・研究
廃業・解散・

整理
その他 特にない

181 10 10 21 2 14 1 6 16 7 45

- 5.5 5.5 11.6 1.1 7.7 0.6 3.3 8.8 3.9 24.9

23 2 6 6 0 2 0 0 1 0 3

- 8.7 26.1 26.1 0.0 8.7 0.0 0.0 4.3 0.0 13.0

44 3 1 0 0 3 0 2 7 1 14

- 6.8 2.3 0.0 0.0 6.8 0.0 4.5 15.9 2.3 31.8

4 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0

- 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

44 2 2 7 0 3 0 3 6 3 8

- 4.5 4.5 15.9 0.0 6.8 0.0 6.8 13.6 6.8 18.2

54 2 0 8 1 3 1 1 2 2 19

- 3.7 0.0 14.8 1.9 5.6 1.9 1.9 3.7 3.7 35.2

12 1 1 0 1 2 0 0 0 1 1

- 8.3 8.3 0.0 8.3 16.7 0.0 0.0 0.0 8.3 8.3

サービス業

その他

業
種

（
大
分
類

）

  全  体

製造業

建設業

卸売業

小売業
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Q4　後継者は決まっていますか。

N 決まっている
候補者がいる
がまだ決まっ

ていない

候補者を
探している

後継者は
いない

後継者につい
てはまだ考え

ていない

183 33 18 3 85 44

100.0 18.0 9.8 1.6 46.4 24.0

20 3 3 0 6 8

100.0 15.0 15.0 0.0 30.0 40.0

45 8 5 0 23 9

100.0 17.8 11.1 0.0 51.1 20.0

4 3 0 0 0 1

100.0 75.0 0.0 0.0 0.0 25.0

43 8 5 0 21 9

100.0 18.6 11.6 0.0 48.8 20.9

58 9 4 1 31 13

100.0 15.5 6.9 1.7 53.4 22.4

13 2 1 2 4 4

100.0 15.4 7.7 15.4 30.8 30.8

サービス業

その他

業
種

（
大
分
類

）

  全  体

製造業

建設業

卸売業

小売業
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Ⅳ 調査票 

 

１．事業所の概要 

 

■ 貴事業所の概要についてご回答ください。 

フリガナ  

事業所名  

フリガナ  
生年月日 

明 治 ・ 大 正 ・ 昭 和 ・ 平 成  

      年  月  日 代表者名  

住所 
［〒   -      ］ 

山形県西置賜郡 

電話番号  FAX番号  

メールアドレス  

ＵＲＬ  

創業年月日 
明 治 ・ 大 正 ・ 昭 和 ・ 平 成  

       年  月  日 

法人設立 

（法人のみ） 

明 治 ・ 大 正 ・ 昭 和 ・ 平 成  

      年  月  日 

業種（大分類） 1.製造業  2.建設業  3.卸売業  4.小売業   5.サービス業   6.その他 

業種（細分類） 
 資本金 

（法人のみ） 

［        ］ 万円 

※万円未満は切り捨て 

申告区分 1.青色  2.白色 決算月 月 
消費税区分 

（該当に○） 

1.免 税 

2.本 則 

3.簡 易 

売上規模 
１．1,000万円未満       ２．1,000万円～3,000万円未満  

３．3,000万円～5,000万円未満 ４．5,000万円～１億円未満 ５．１億円以上 

従業員数 

家族従業員（個人） 
（※代表者を除く） 

有給役員数（法人） 
（※代表者を含む） 常用従業員 臨時・パート従業員 

［     ］人 ［     ］人 ［     ］人 ［     ］人 

社会保険 
加入有無  1.加入   2.非加入 

労働保険 
加入有無 1.加入   2.非加入 

 

 

２．業況全般について 

 

問 1.下記項目につきまして、貴事業所の現況（過去 3年間程度との比較）について、ご回答ください。 

各項目 選択肢 

（１）業況 1.好転    2.不変    3. 悪化 

（２）売上高 1.増加    2.不変    3.減少 

事 業 所 実 態 調 査 票   
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（３）利益 1.増加    2.不変    3.減少 

（４）資金繰り 1.好転     2.不変     3.悪化 

（５）人材 1.過剰    2.適正    3.不足（過不足   名） 

 

３．経営状況について 

 

問 2.現在直面している経営上の課題があればご回答ください（複数回答可）。 

1.売上の減少                2.製品(加工)単価の上昇        3.大企業の進出による競争の激化 

4.取引条件の悪化            5.製品ニーズの変化          6.生産設備の過剰 

7.仕入価格の上昇         8.事業資金の借入難            9.従業員の確保難 

10.新規参入業者の増加      11.生産設備の不足・老巧化      12.原材料の不足 

13.人件費の増加            14.原材料費・人件費以外の経費の増加  

15.金利負担の増加          16.熟練労働者・技術者の確保難 

17.その他（                                  ） 

18.特にない 

 

問 3.今後の事業計画についてご回答ください（複数回答可）。 

1.販路を広げる           2.経費の見直し       3.資金調達の実施 

4.店舗・事業所・工場の新設     5.店舗・事業所・工場の増設   6.店舗・事業所・工場の移転 

7.既存設備の買い替え       8.新規設備の取得       9.システム・ソフトウェアの導入 

10.人材の採用          11.労働条件の改善      12.新たな事業への進出 

13.新商品・サービスの開発    14.事業の統廃合･売却   15.社長・事業主の交代 

16.Ｍ＆Ａの実施           17.調査・研究          18.廃業・解散・整理 

19.その他（                                  ） 

20.特にない 

 

問 4.後継者は決まっていますか。 

1.決まっている                     2.候補者がいるがまだ決まっていない 

3.候補者を探している               4.後継者はいない 

5.後継者についてはまだ考えていない 

 

問 5.商工会に対してご要望がございましたら、ご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

 

＊本日はお忙しいところ、ご協力いただき有難うございました。 

回収期限 10月 6日（金）までにご返送ください。 

 

) 


